
書式第 12号 (法第 28条関係)

2020 年度
(2020年 7月 1日～2021年 6月 30日 )

特定非営利活動法人

事 業 報 告 書

日本コーポレート・ガバナンス・ネットワーク

1 事業の成果
2020年度もコーポレート・ガバナンスに関して内外の企業や政府機関、研究機関、NPOな どと協働
して着実に成果を積み重ねてきた。20年初頭からの新型コロナウィルスの感染拡大を受けて、本年度は

感染防止と活動の再開を両立させるべく、イベント類はオンライン形式で開催した。

当法人が行つている事業は、(1)「啓発事業」、(2)「情報発信事業」、(3)「調査研究事業」の領域に分

けられる。「スチュワー ドシップ・コード」と「コーポレー トガバナンス・コード」が適用され、日本

の企業社会においてコーポレー ト・ガバナンス改革が着実に進展していることを受け、実質を伴う活動

を充実させ、成果を社会に還元する取り組みに注力している。

また懸案であった事務局の移転が3月 に実現し、東京・虎ノ門の新オフィスが活動拠点となった。

(1)啓発事業

コーポレー ト・ガバナンス及びその周辺分野について、多様な観点から取り上げるように努めている。

MIDコ ース (2コース)、 コーポレー ト・ガバナンス連絡会、セミナー、講演会、各種勉強会など

を開催。各回とも多くの参加者を集め、広範な情報提供を行うことができた。上場会社で独立社外役員

を務める方々、コーポレー ト0ガバナンスの実務を担われている方々、機関投資家、法曹 。会計専門家、

研究者など、当法人の会員はもちろん、非会員に対しても多種多様な会合を通じて情報提供をしている。

セミナー、講演会及び MIDの詳細は別添のとおり。また、昨今注目が集まつている「スキル・マ トリ

ックス」に関する論考を執筆するとともに、MID事務局コースの修了者から成る取締役会事務局懇話会

の有志とともに『取締役会事務局の実務―コーポレー ト・ガバナンスの支援部門として』 (商事法務)

の出版を実現した。

(2)情報発信事業

「ホームページ運営」を中心に、コーポレート・ガバナンスやその周辺分野を幅広く学ぶことができ

るイベントに関する情報発信を継続的に行った。また、「季報コーポレー ト・ガバナンス」を引き続き

刊行した。これは直近 3か月間のコーポレー ト・ガバナンスの動向をコンパクトにまとめたもので、会

員の多くから歓迎されている。このほか、コーポレー ト・ガバナンスの最新動向をテーマとした主要メ

ディアの論説委員、編集委員等との交流も行った。

(3)調査研究事業

5つの「研究会」を設置している。具体的な名称は、「自主研究会」、「独立役員研究会」、「ファミリ

ービジネス研究会」、「ダイバーシティ/ガバナンス事例研究会」、「取締役会事務局懇話会」である。各

研究会は毎月メンバーが集まり、それぞれのテーマで議論を深めるとともに、各分野における研究活動

を展開している。



2 事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【46,364】 千円)

定歌に記載
された事業名 事業内容 日時 場所

征争有
人数

党盃対象有範
囲

ヒ益対象看
のべ)人数

(1)啓発事業 ① セミナー (オ
ンライン)

:コーポレー ト・

ガバナンスに関す

る最新情報の定期

的な提供

① 9ノ9,11ノ25,12′ 1,1ノ 18,

2/19,3ノ 4,4ノ9,4ノ 16,6′11,

6ノ16

各 日程 終 了後 1週 間
Younlbe配信

① 法人事務所、
オンライン

(2Ю m、 k)unlbe)

①17人 ①当法人の会員
を中心にガバナ
ンスに関心のあ

る者

①l,209人 O +,sro

② 講演会 (オン

ライン)

:コーポレー ト・

ガバナンス以外に

も、社会、経済、

国際、政治問題、

教養的分野など多

様な領域の情報提

供

② 7ノ 15,8′ 20,9/16,9/29,

10/2,10ノ 21,11ノ9,11/16,

12:/16,1ノ25,1ノ 27,2/5,

4/12,4ノ 19,4/21,5/17,

5/19,5ノ31,6/7

各 日程 終 了 後 1週 間
Younlbe配 信

②法人事務所、
オンライン

(2Ю m、 k)unlbe)

②18人 ②当法人の会員
を中心にガバナ
ンスに関心のあ

る者

②l,931人 ② 6,646

③ MID
a,MIDコース
(オンライン)

:独 立社外役員
(社外取締役 。社

外監査役)を主な
対象としたガバナ

ンス・トレーニン

グ・プログラム

a.

(前期順延分)必修科目

91,910,9′17,923
選択科目 10ノ 1,10ノ7,

10/14,10′ 19,10ノ 29,

11/4, 11/10,11ノ 16,

11/18,11/24,11ノ 30,12ノ9

基調講演 (1/20

必修科目22,2/10,

2′ 17,2ノ25,3ノ 4,3ノ 10

選択科目 3ノ 19,3′24,

3ノ30,4/6,4ノ 14,4/21,

5/12.5ノ20,5/25,6ノ3,6ノ9

a.法人事務所、
オンライン

(2つOm、 k)u■ lbe)

③8人
a.独立社外役員

及びその候補

者、ガバナンス

担当役員等

③2,288人 ③ ll,494

b。 取締役会事務局

のためのMID
(オンライン)

:取締役会事務局

を主な対象とした

ガバナンス・ トレ

ーニング・プログ

ラム

b.

11ノ 13,11′ 20,12ノ 7,12ノ 15,

1ノ 14,2ノ2,2/8,3ノ 2

b.法人事務所、
オンライン ・
(z∞ m、 k)unlbe)

b.取締役会事務

局、取締役会サ

ポー ト部門、ガ

バナンス実務担

当者等

④コーポレー ト・

ガバナンス連絡会

(オンライン)

:コーボレー ト・

ガバナンスの最新

動向を四半期に一

度報告

④
舒3,84,35,

10/26,10ノ 27,10/28

2/15,2ノ 16,2ノ17

4/26,4′27,4/28

各 日程 終 了 後 1週 間
buTube配信

④法人事務所、
オンライン

(z∞ m、 x)unlbe)

④5人 ④当法人の会員 ④577人 ④ 3,447

⑤執筆。講演
:コ ーポレー ト・

ガバリ
~ンスにかか

わる執筆・講演活

動

⑤綸文『取締役会の多

様性を促進するスキル
マ ト リ ッ ク ス ー
TOPIX100企 業の現状と

分析一』資料版/商事
法務、

書籍『取締役会事務局
の実務一 コーポレー

ト・ガバナンスの支援

部門として』商事法務

⑤法人事務所 01人 ⑤ガバナンスに
関心のある者

⑤ガバナンス
に関心のある
者

⑤  141



事業内容 日時 場所
従事者
人数
受益対象者範
囲

受益対象者
(のべ)人数

事業費
(千円)

(2'情報発信
事業

①ホームページ運

営
:コーポレー ト・

ガバナンス及び周

辺分野を学ぶこと

ができる会合を網

羅した情報発信を

継続的に実施

①更新随時 ①法人事務所 ①6人 ①ガバナンスに
関心のある者

①ガバナンス

に関心のある

者

(D r,++t

②意見書発出
:コーポレー ト・

ガバナンスに関す

る諸制度の策定、

個別企業における
コーポレー ト・ガ
バナンス問題につ

いて、当法人の意

見を表明

②
「2021年版 ISS議決権
行使助言方針 (ポ リシ
ー)改定に関するコメ
ント募集」
ISS提出 1026

「コーポレー トガバナ

ンス・ コー ド (改訂

案)」

東京証券取引所提出 5/7

「投資家と企業の対話

ガイドライン改訂案」

金融庁提出 5ノ7

②法人事務所 ②18人 ②ガバナンスに
関心のある者

②ガバナンス

に関心のある

者

②～④
842

③季報コーポレー

ト・ガバナンス

:コーポレー ト・

ガバナンスの最新

動向を四半期に一

度報告

③9ノ7,12′25,y15,6/8 ③法人事務所 018人 ③当法人の会員 ③当法人の会
員

④メディアリレー
ション

:大手マスメディ

アの論説委員、編

集委員等への情報

発信や意見交換

④α18 ④法人事務所、オ
ンライン("om)

④8人 ④主要紙の論説
委員、編集委員

等

④18人



書式第 12号 (法第 28条関係)

された事業名
事業内容 日時 場所

人数 (のべ)人数 (千円)

(3)調査研究
事業

研究会

a。自主研究会

(オンライン)

:自 らの知見の発

表による、メンバ

ー間での意見交換

と異業種交流

a。

東京 1グループ
:15回ノ年 開催

関西 1グループ

:10回ノ年 開催

a.

東 京 :法 人 事務
所 、 オ ン ライ ン

(z∞ m、 k)unlbe)

関西 :大阪弁護士

会館、オン

ライン(Юom)

a。 11人 a。 当法人の

会員

a.931人 a.4,029

b。独立役員研究会

(オンライン)

:主 に上場企業の

独立社外取締役・

社外監査役に対す

るコーポレー ト・

ガバナンスの最新

動向の情報提供、

独立役員を務める

上での諸問題につ

いての意見交換

b.

2020年 4月 へ′2021
年 3月 :4グループ
2021年 4月 ～ :6グ
ループ
:46回ノ年 開催

b.法人事務所、オ

ンラインし∞m)
b.5人 b。 当法人の

正会員

b.971人 b.7,639

c。ファミリヽ一・

ビジネス研究会

(オンライン)

:参加者もしくは

参加者が推薦する

ファミリービジネ

スの専門家を招聘

し、ファミリーービ

ジネスに関連する

知見を共有

c.1グループ
:11回ノ年 開催

c.法人事務所、オン

ライン(z∞m)
c.8人 c.当 法人の

会員

c.437人 c.1,857

こ ダイパーシティ

/ガパナンス事例
研究会 (オンライ

ン)
:ダイバーシテ ィ
や コーポ レー ト・

ガバ ナ じ/リスにか か

わ る事例 な ど参加

者の関心に沿 うテ

ー マ で の意 見 交

換、異業種交流

d。 1グループ
:9回ノ年 開催

d。法人事務所、オ

ンライン(Юom)

e.法人事務所、オン

ラ イ ン (Ⅷebex、

印om)

d。 12人 と 当法人の

会員

こ 415人 d。 1,962

e.取締役会事務局

懇話会 (オ ンライ

ン)
:上場企業の取締

役会事務局、取締

役会サポー ト部門

従事者を主体 とし

た情報交換。

e.3グループ

うち 2グループは
四半期毎に開催

(7月 ,10月 ,1
月,4月 )
1グループは 4月 開
始で隔月開催

(5月 )

e。6人 e。 取締役会

事務局のた

めのMIDの
講座修了者

e.201人 e.2,056

従事者 受益対象者
範囲



書式第 12号 (法第 28条関係)

(別添)

(1)啓発事業 (セ ミナー、講演会及びMID)の 詳細
事業内容 実施日程 詳細

①セミナー 9ノ9 金融機関等におけるマネー・ローングリング及びテロ資金供与対策の現状と

課題9ノ 10～9/16

11ノ25
日本銀行の金融政策運営

11ノ27～ 12/3

12/1
コーポレー ト・ガバナンスに関する機関投資家の役割

12ノ3～ 12ノ 10

1ノ 18
関西電力事件に見るガバナンスの理想と現実

1ノ20～ 1ノ27

2/19 国税庁の「税務に関するコーポレー トガバナンスの充実に向けた取組」につ

いて2/22～3/3

3ノ4
ガバナンス改革における監査役等の役割

3ノ8～ 3ノ 15

4ノ9
現場を動かすコーポレー トガバナンス～公認会計士として思うこと～

4/12～4/19

4/16
バーチャル株主総会の実務と今後の展望

4ノ 19～4/27

6/11 Society 5.0時 代の新しいガバナンスモデルー アジャイル・ガバナンスと

AIへの応用の試み6ノ 15～ 6ノ23

6ノ16
サステナブルファイナンスの展開と企業行動への影響

6ノ 17～ 6ノ25

② 講演会 7ノ15
「日産ゴーン事件」とコーボレー トガバナンス

7ノ16～ 7ノ22

8ノ20
改正外為法を受けての近時の実務動向と課題

8ノ24～ 8ノ30

9ノ 16
インデックスの議論から見る企業経営

9ノ 18～ 9ノ24

9ノ29 コーポレート・ガバナンスの進展に伴う取締役会事務局の深化

一独立社外取締役の支援という観点から一10ノ 1～ 10ノ 7

10ノ2
前例なき変革への挑戦

10ノ 7～ 10ノ 12

10ノ21
監査役事件簿一勇気と党悟

10ノ23～ 10/29

11ノ9
我が国のコーポレート0ガバナンスの課題

:金融監督・証券市場監視 0監査法人監督・金融分野のDXの経験を通じて11/11´ ″ヽ11/17



書式第 12号 (法第 28条関係)

上段日付 :zoomでの Live聴講

下段日付 :YouTubeでの後日聴講

事業内容 実施日程 詳細

② 講演会
(つづき)

11ノ 16
ソニーの経営とコーポレー トガバナンスの進化について

11/19～ 11ノ25

12ノ 16
2021年への視座一コロナを超えて、日本の針路

12/18～ 12ノ25

1/25

1/26～ 2ノ 1

第二者委員会の課題と対応策～『「第二者委員会」の欺哺』での論点を中心

に～

1ノ27
社外取締役の活動を通しての考察と三菱ケミカルホールディングスの新 CEO

の選任について

2/5
令和元年改正会社法のポイント～主要論点を趣旨から理解する～

2ノ 10～ 2ノ 16

4ノ 12 ポストコロナ時代を見据えた経営リーダーの課題

～破壊的イノベーション≒IX(イ ンダストリアル トランスフォーメーショ

ン)の時代におけるガバナンス改革～4ノ 13～ 4ノ21

4/19 東レグループ内部統制自己点検・相互点検制度と内部監査について

一リスクマネジメントを成功に導く内部監査を目指して4ノ20～ 4ノ28

4/21
バイデン政権の発足と中国の政治外交

4ノ22～4/30

5ノ 17
上杉鷹山「富国安民」の政治

5ノ 18～ 5/26

5ノ 19
上場企業に対する「監査上の主要な検討事項 (key Audit Matters)」 の導入

5ノ20～ 5ノ28

5ノ31
バイデン政権の対中姿勢と日本の戦略

6ノ7～ 6ノ 15

6/7
会社法における ESG

6ノ9～ 6ノ 16



書式第 12号 (法第 28条関係)

③ MID
事業内容 実施日程 詳細

a MID
コ‐―ス

必修科目

選択科目

基調講演

必修科目

選択科目

9/1 指名委員会の運営と後継者計画、経営陣幹部の選解任

9ノ 10

報酬委員会の運営と役員報酬制度

―独立・専門性ある報酬決定プロセス確立を通じた ペイ・フォー・

パフォーマンスの深化

9ノ17 社外取締役の経験談 1

9ノ23 社外取締役の経験談2

10ノ 1

もう一度読み返そうコーポレートガバナンス・コード

ー独立社外役員として知っておくべきCGコ ードの全体像と、押さえて

おくべきポイント

10ノ 7 社外役員が知っておきたい株主 0投資家との対話―機関投資家の視点から一

10ノ 14
内部通報窓日の設置と社外役員の関わり方

―突然の指名にあわてないための心構え一

10ノ 19 社外役員が知るべき内部統制と監査

10/29 会社法の観点からの取締役、監査役の義務と責任

11ノ4 金融商品取引法の観点からの取締役、監査役の義務と責任

11ノ 10 取締役会の運営と役員の責任追及事例

11/16 株主代表訴訟

11ノ 18 会社役員が直面するリスクとD&0保険

11ノ24 過去の日本企業の買収失敗例に学ぶ、企業価値向上に資するM&A基礎知識

11ノ30 社外役員が押さえておきたい決算書類の基礎知識

12ノ9 企業価値創造とコーポレー ト・ファイナンスー資本コストの視点を踏まえて

1/29 コンプライアンスと社外取締役の役割

2/2 コーポレー ト・ガバナンスを巡る取組み

2ノ 10 取締役会評価とその有効な活用について

2ノ 17 指名委員会の運営と後継者計画、経営陣幹部の選解任

2ノ25
報酬委員会の運営と役員報酬制度

―独立・専門性ある報酬決定プロセス確立を通じたペイ・フオー・

パフォーマンスの深化

3/4 社外取締役 0社外監査役の経験談 1

3/10 社外取締役・社外監査役の経験談2

3ノ 19

もう一度読み返そうコーボレートガバナンス・コード

ー独立社外役員として知っておくべきCGコ ー ドの全体像と、押さえて

おくべきポイント



書式第 12号 (法第 28条関係)

事業内容 実施日程 詳細

a.MID
コ‐―ス

(つづき)

3ノ24 社外役員が知っておきたい株主・投資家との対話一機関投資家の視点から一

3/30 社外役員が知るべき内部統制と監査

4/6
内部通報窓日の設置と社外役員の関わり方

一突然の指名にあわてないための心構え一

4ノ 14 会社法の観点からの取締役、監査役の義務と責任

4/21 金融商品取引法の観点からの取締役、監査役の義務と責任

5ノ12 取締役会の運営と役員の責任追及事例

5ノ20 株主代表訴訟 (前半)、 会社役員が直面するリスクとD∞ 保険 (後半)

5/25 過去の日本企業の買収失敗例に学ぶ、企業価値向上に資するM&A 基礎知識
6ノ3 社外役員が押さえておきたい決算書類の基礎知識

6ノ9 企業価値創造とコーポレート・ファイナンスー資本コストの視点を踏まえて

b.取締役会
事務局のための

MID

11/13 上場会社のコーポレート・ガバナンス向上に向けた東証の取組み

11/20
取締役会事務局に期待すること～アカウンティング・ファイナンス・

ガバナンスの視点から

12ノ 7
取締役会の運営実務～モニタリング 0モデル型における付議基準、

社外取締役の比率、取締役会議長のあり方など

12ノ 15 社外取締役のサポート実務～情報提供・内部通報 。監査役との連携

1/14 取締役会の実効性評価の実務～取締役会事務局の関わり方も含めて

2ノ2 取締役会事務局が知っておきたい企業不正・不祥事

2/8 指名・報酬委員会事務局の実務

3ノ2 取締役会事務局が知るべき機関投資家の考え方～ESGの 目線を含めて



書式第 13号 (法第 28条関係)

2020年度 活動計算書 (その他事業がない場合)
轄申」L営剰:活動法人日太コーボレ

【B 圏 □

_… トロサ「バ+シ ス ロネ ッ トワ中―タ

:円 )

小計・合計科
F¬
|=| 金  額

39,527,717

27,450,854

3,684,904

70,663,475

A

2

入

1,480,000

260,000

400,000

16,756,000

2,606,716

18,025,001

22,900,704

0

4,550,150

3,935

3,680,969

正会員入会金

準会員入会金

賛助会員入会金

正会員年会費

準会員年会費

賛助会員年会費

啓発事業収益

情報発信事業収益

調査研究事業収益

3 その他の収益
受取利息等

雑収益

1 事業費
(1)人件費
人件費

法定福利費

福利厚生費

25,665,

22,898,264

2,762,305

5,377

(2)その他経費
事業費用

業務用交通費

事務所賃借料

事務所移転費

印刷製本費

通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

挨拶状外注費

会員管理費

ITコ ンサル料

IT修繕費

ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

20,698,1

3,384,739

489,433

8,866,868

2,280,247

445,573

693,089

607,604

634,303

146,372

89,018

24,750

372,364

373,170

82,335

446,225

1,762,035

46,364,071



2

(1)人件費
人件費

法定福利費

福利厚生費

(2)その他経費
業務用交通費

事務所賃借料

事務所移転費

印刷製本費

通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

挨拶状外注費

会員管理費

ITコ ンサル料

IT修繕費

ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

会議費

支払手数料

租税公課

管理費計

7,632,754

920,768

1,792

8,555,314

163,144

2,955,622

760,082

148,524

231,030

202,534

211,434

48,790

29,672

8,250

124,121

124,390

27,445

148,742

587,345

3,560

319,000

1,357,830

7,451,515

16,006,829

62,370,900

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ①

過年度損益修正益

0
0

災害損失

4

0
0

当 期 経 常 外 増 減 額 【C D ―

`

8,292,571

法人税、住民税及び事業税 ・ 00④
前期繰越正味財産額 ・・・⑤ 45,422,47

)―④+⑤ 53,715,044

常 費 用 計

2 ・・口③前 当 期 正 味 財

繰 越 正 味



書式第 15号 (法第28条関係)

2020年度 貸借対照表
特定非営利活動法人日本コーボレ― トロガバナンス ロネットワーク

科 目 金  額 小計・合計

【A】  資 産 の 部

62,699,834

275,674

46,029

63,021,537

63,021,537

2,677,570

3,650,829

1,325,732

7,654,131

1,191,585

1,191,585

9,934,620

53,514

9,988,134

18,833,850

【A】 資 産 合 計 ①+② 81,855,387

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

1,429,234

25,330,715

1,380,394

28,140,343

28,140,343

0

0

28,140,343

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

53,715,044

45,422,473

8,292,571

53,715,044

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 81,855,387

1 流動資産

現金預金

未収会費

立替金

流動資産合計 ・・ ロ

2 固定資産
(1)有形固定資産
建物附属設備

造作設備

什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産
敷金

長期前払費用

1流動負債

未払金

前受金

預り金

負債合計 ・口・③
2 固定負債

口・・④

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額
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2020年度  計算書類の注記
特定非営利活動法人日本コーポレート0ガバナンス・ネットワーク

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
NPO法人会計基準協議会) によつています。
(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 :定率法 (ただし 建物附属設備・造作設備は定額法)
無形固定資産 :定額法

(2)消費税等の会計処理

消費税の会計処理 :税込方式

2.事業別損益の状況

合計
情報発信
事業

調査研究
事業

事業部門計 管理部門科 目
啓発
事業

0

27,450,854

0

39,527,717

3,684,904

０
０

「
′

Ｑ
リ

Ｑ
口

０
こ

７
′

・４

■
■

ｌ
Ｉ

Ｆ
Ｏ

ハ
Ｕ

７
′

６
０

ハ
Ｖ

７
′

Ａ
ｕ

ａ
４

，
こ

Ｆ
●

６
０

民
ｖ

■
４

ハ
０

22,900,704 4,550,150

43.212.621 70.663.47522.900.704 ｎ
ｖ 4.550,150 27,450,854

1 経常収益
1入会金年会費
2事業収益
3その他収益
経常収益計

7,632,754

920,768

1,792

30,531,018

3,683,073

7,169

14,301,792

1,725,060

3,358

1,494,217

180,378

351

7,102,255

856,867

1,668

22,898,264

2,762,305

5,377

34.221.2607.960.790 25,665.946 8,555,31416,030,210 1,674,946

163,144

2,955,622

760,082

148,524

231,030

202,534

211.4341

48。 7901

29.6721

8.2501

124,1211

124,390

27,445

148,742

587,345

3,560

319,000

1.357.830

924,119

810,138

845,737

195,162

118,690

33,000

496,485

497,560

109,780

594,967

2,349,380

3,560

319,000

1.357.830

９

７

０

９

７

３

７

９

２

９

７

５

４

３

０

４

２

２

０

４

８

５

２

４

９

８

６

８

０

５

３

　

１

３

2,734,8071

305。 6521

3.936.0031

1,012,2011

197,790

307,662

269,716

281,566

64,974

39,514

10,987

165,292

165,651

36,548

198,079

782,168

486.7501

31.9601

46.9941

12.0851

2,3621

3,673

3,220

3,362

776

472

131

1,974

1,978

436

2,365

9,339

163.1821

151.8211

4,883,8711

1,255,961

245,421

381,754

334,668

349,375

80,622

49,032

13,632

205,098

205,541

45,351

245,781

970,528

146,372

89,018

24,750

372,364

373,170

９

３

８

７

３

９

４

３

３

３

６

４

７

８

０

０

７

４

８

２

５

０

６

３

４

９

６

０

５

３

７

４

８

８

６

８

４

９

０

３

３

４

８

２

４

６

６

６

５

５

５

０

０

０

３

２

３

３

２

０

２

６

２

８

４

６

４

７

０
０

●
ι

●
０

9.581.638 20,698,125 7,451,515 28,149,64010,508,610 607,877
46.364.071 16.006.829 62,370,90026.538,820 2=282,823 17,542,428
-18.913.217 27.205.792 8,292,575-3,638,116 -2,282,823 -12,992,278

I 経常費用
(1)人件費
人件費

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

事業費用

業務用交通費

事務所賃借料

事務所移転費

印刷製本費

通信運搬費

消耗品費

新聞図書費

挨拶状外注費

会員管理費
ITコ ンサル料
IT修繕費
ソフト購入費

振込手数料

雑費

減価償却費

会議費

支払手数料

租税公課

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

五
「

ｎ

ｖ
“
４

8.292.571-2.282.823 -12.992.278 -18.913,217 27,205,788

Ⅲ 経常外損益
固定資産除去損

当期正味財産増減額 -3,638,116



3.固定資産の増減内訳

4.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はございません。

5その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた
.め に必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法

会議費 0支払手数料・租税公課は全額管理費とする。
.前述費日以外は、75%を事業費へ按分することとする。

①人件費・法定福利費 ,福利厚生費・業務用交通費
事業活動ごとの仕事の量を各々自己申告させ、時間ベースで各事業活動に配分する。

②事務所賃借料・事務所移転費・印刷製本費・通信運搬費・消耗品費・新聞図書費
0挨拶状外注費・

会員管理費・ ITコ ンサル料・IT修繕費・ソフト購入費・振込手数料・雑費・減価償却費
各事業の実施回数ベース (外部会場を含む)で各事業活動に配分する。

減価償却累計|科 目 減少

2,754,000
2,165,625
844,094

10,679,052
25。 920

ｎ
Ｊ

五
「

五
「

０
０

944,638
986,500

4,827,691

ｎ
ｖ

ａ
０

０
‘

＾
Ｕ

Ａ
ｖ

（
●

五
一
，
Ｌ

Ｑ
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＾
Ｖ

Ｏ
ｖ

ｎ
υ

０
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つ
０

■
●

267,068
335,671
2,488,687

3,636,106

38,792

1,191,585

9,934,620
53,514

●
ι

●
０

１
１

７
′

ｎ
Ｕ

Ｅ
υ

７
′

Ｅ
υ

ｎ
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ａ
Ｕ

ａ
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・
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ハ
υ

ｎ
υ
・
●
ι

７
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Ｏ
ι

り
０

Ｅ
υ

０
０

７
′

有形固定資産
建物附属設備
造作設備
什器備品
無形固定資産
ソフトウェア

投資その他の資産
敷金
長期前払費用

０

５

５

　

■
■

０

２

６

　

９

０

６

４

　

６

４

５

２

　

一７

５

６

５

　

２

７

１

２

　

８

２

２

３

　

・４

10,679,052
67,340

2,944,638
3,986,500
1,406,048

ｎ
Ｖ

´
０

，
“

６
０

Ａ
υ

０
０

４

０

３

５

９０
０

25.600.174 6.766.324 8,833,850合 計 23.746. 73 .322.692 16.468,691



書式第 17号 (法第 28条関係)

2020年度 財産目録
特宇非営剰活動法人日六コーボレー トロガバナンス・ネットワーク

科 目 金  額 小  計 合  計
A の

現金預金

手元現金

・三菱UFJ銀 行新橋支店
・三井住友銀行浜松町支店

・三井住友銀行浜松町支店

普通預金

普通預金

定期預金

未収会費

準会員入会金

準会員年会費

セミナー

講演会

MID
自主研究会

立替金

労働保険料

2

(1) 産

建物附属設備

森ビル入居工事

造作設備

森ビル入居工事

什器備品

プロジェクター

会議室椅子

光回線用電話

LAN配線工事
受付台

NAsサーバー・システムサーバー

事務用PC(10台 )
(2)無形固定資産
ソフトウェア

ー次システム構築

二次システム構築

二次システム構築

NASサーバー構築
(3) その他の資産

敷金

森ビル7階事務局・会議室

長期前払費用

システムサーバーメンテ

ファイルメーーカーセキュリティソフト

NASサ ーバー延長保証

119,525

26,892,622

9,255,272

26,432,415

62,699,834

63,021,537

10,000

1,674

24,200

227,700

8,800

3,300

275,674

46,029

46,029

63,021,537

2,677,570

2,677,570

7,654,131

3,650,829

3,650,829

1

1

22,807

348,935

85,016

169,796

699,176

1,325,732

404,347

239,436

356,076

191,726

1,191,585

1,191,585

9,934,620

9,934,620

9,988,134

1,997

2,751

48,766

53,514

18,833,850

【A】 資 産 合 計 ①+② 81,855,387

1

「 =]



1流動負債

未払金

6月・賞与分社会保険料

MID資 料・修了証発送代
NASサ ーバー延長保証代
未払消費税

前受金

正会員入会金

移動会員入会金

正会員年会費

準会員年会費

賛助会員年会費

セミナー

講演会

自主研究会

独立役員研究会

ファミリービジネス研究会

ダイバーシティ/ガバナンス事例研究会

取締役会事務局懇話会

預り金

社会保険料

住民税

源泉所得税 (社員)

源泉所得税 (税理士)

その他

債合計 ●■日

427,920

9,828

50,886

940,600

1,429,234

28,140,343

60,000

20,000

9,972,660

1,269,540

10,458,265

17,600

62,700

691,350

1,555,400

277,200

338,800

607,200

25,330,715

417,912

96,600

842,530

12,252

11,100

1,380,394

28,140,343

2 固定負債
ハ
Ｕ

ｎ
ｖ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 28,140,343

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 53,715,044



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2020年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人旦杢ユ
=」
塑生±二_」:塑主笙塑生二五2上2二2

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにC)

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 睡亜]・ 監事
ウシシ
゛
マ  シン 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年  月  日牛島 信

2 睡亜]・ 監事
オオ,ゞ   アキヨシ 2020年 8月 31日

2021年 6月 30日

年  月 日

日年 月大場 昭義

3 睡亜]・ 監事
キノシタ  トシオ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年  月  日木下 俊男

4 睡憂]・ 監事
シライシ  マスミ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年   月   日白石 真澄

睡憂]・ 監事
スス
°
キ シゲ,W 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年

年

月

月

日

日鈴木 茂晴

6 睡亜]・ 監事
タカヤマ  ヨシヨ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年 月

月

日

日年高山 与志子

7 睡亜]・ 監事
ナカ
゛
シマ  トオル 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年 月 日長島 徹

8 睡憂卜監事
夕ヽシモト  タカユキ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年 月

月

日

日年橋本 孝之

9 睡亜]・ 監事
ハヤカワ ヨシハル 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年 月

月

日

年 日早川 吉春

10 睡亜]・ 監事
ハヤシ  ナオキ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年

年

月

月

日

日林 直樹



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

11 睡亜]・ 監事
フナ,ゞ シ  リヽルオ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年  月  日松橋 晴雄

12 睡憂]・ 監事
マツナカ
゛
  カス'オ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年  月  日松永 和夫

13 睡憂]・ 監事
ヤマク
゛
チ  トシアキ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年

年

月

月

日

日山口 利昭

14 理事。匡∃
オオツカ  ヨウタロウ 2020年 7月  1日

2021年 6月 30日

年  月  日

年  月  日大塚 幸太郎

15 睡憂]・ 監事
オキ'ノ  ヒロシ 2020年 7月  1日

2020年 8月 31日

年 月

月

日

日年荻野 博司

16 睡憂]。 監事
カメイ  ソフ・ヤス 2020年 7月  1日

2020年 8月 31日

年  月  日

年  月  日亀井 信寧

17 睡憂]・ 監事
トミナカ
゛
  セイイチ 2020年 7月  1日

2020年 8月 31日

年 月

月

日

年 日富永 誠一



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非菫型量塾壁△旦」:E:二:」塾生
‐ 睦

氏   名

1
ウシプマ シン
牛島 個

2
キノシタ トシオ
木下 俊男

Ｑ
）
スス・キ ガ

“鈴木 茂晴

４

．

タカヤマ  ヨシヨ

高山 与志子

5 ハヤカワ  ヨシハル

早川 吉春

6
フナハ
°
シ ハルオ
□Iコ F¬「

ヨ
Ш」墜」

７
〓

ヤマク
・
チ  トシアキ
山口 利昭

8 オオ
ツカ  コウタロウ
大塚 幸太郎

g オキ
・ノ  ヒロシ
荻野 博司

10 ト
ミナカ
・
 セイイチ

富永 誠―


